Steuerrecht: Allgemeiner Teil (4) : Grundtheorien von Auslegung  und Gesetzgebung by Tezuka, Takahiro




































































































































































































































































































































































































































































































きものと解するのが相当である（最高裁昭和 29 年（お）第 412 号同年 10 月
20 日大法廷判決・民集８巻 10 号 1907 頁，最高裁昭和 32 年（お）第 552 号
同年９月 13 日第二小法廷判決・裁判集民事 27 号 801 頁，最高裁昭和 35 年（お）




















































































































































広島法学　40 巻１号（2016 年）－ 94
－ 197 －
備されていて、必ずしもその意味内容は一義的に明らかになるものではない。
























の課税は可能か否かが問題となった。東京地判平成６年１月 28 日 LEX/





























社は、この間、・・・原告甲に賃料として月額 61 万 6000 円（消費税別途）を
広島法学　40 巻１号（2016 年）－ 92
－ 199 －
支払っていたに過ぎない。そうすると、原告会社の上記転貸による収益は、






べると、原告甲は、本来はＢから、同会社が支払う月額 131 万 8000 円の賃料
から、不動産管理の経費を差し引いた程度の収入を上げることができ、その
収入額に見合う不動産所得があり、これに見合う所得税を納税するべきで






























































































































してその適用を認めた（那覇地判平成７年７月 19 日 LEX/DB28021452）。
・実態のない親族役員への報酬支払の否認
　同族会社の実態のない役員への報酬の支払いの損金算入を否認するため
に、法人税法 132 条の適用がなされた（東京地判平成８年 11 月 29 日判例時





















るというべきである。」とした（東京地判平成 12 年 11 月 30 日訟務月報 48 巻




































い。」として、その主張を容れなかった（東京高裁平成 27 年３月 25 日判例時



















































































































































広島法学　40 巻１号（2016 年）－ 80
－ 211 －
拡張解釈、類推解釈，権利濫用法理の適用などの特別の法解釈や特別の事実
認定を行って，租税回避の否認をして課税することは許されないというべき
である。」と）。
